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　県連合会で示している創生プランに係る目標は全県統一基準としているが、各商工会のアクションプログラムで独自の数値設定があるため、統一基準をやめて「各商工会のアクションプログラ
ムの進捗管理」として状況を把握し、個別商工会に見合ったサポート・提案をしていく必要がある。

４．今後の対応方針（改善点）

商工会アクションプログラムの進捗状況を把握し、分析結果をフィードバックすることにより、目標の実現を基本に据えた管理運営を支援する。

【取組評価】

〈コスト縮減に向けた具体的な取組内容または取り組んでいない理由〉

事業評価制度の検討に時間を要し、実際の導入時期が平成31年度からとなってしまった。

２．総合評価・理由   A（順調）３つの観点の評価結果が すべてa判定の場合   B（概ね順調）Ａ、Ｃ以外の場合   C（見直しが必要）３つの観点の評価結果がｃ判定２つ以上の場合 Ｂ

　「商工会創生プランに係る目標等進捗管理表」を用いて四半期毎に実績報告を受け、項目ごとの順位表や分析内容をレポート形式で提供し、商工会のアクションプログラム推進を後押しした。

３．課題

【有効性の観点】　事業目標の達成状況                                           取組評価の有効性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定２つ以上の場合） a

〈事業の目標は達成されているかどうか〉

　商工会創生プランの重点事業として推進してきた10の目標について、13項目中12項目が80％以上を達成した。四半期毎に集計・分析し、レポートとしてフィードバックしていたことから、商工会
での意欲的な促進につながったと思われる。

【効率性の観点】　コスト（金銭・時間・人材）縮減のための取組状況       取組評価の効率性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定２つ以上の場合） ｂ

【事業評価】

１．３つの観点からの評価

【必要性の観点】　現状の課題に照らした妥当性                                取組評価の必要性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定２つ以上の場合） a

〈評価の理由〉

目標管理型運営の徹底と事業の実効性を高めるために事業評価制度の定着が重要である。

達成度達成度達成度 a a

達成率達成率 102% 115% 達成率

実績実績 81.4% 92.3%

目標目標 80% 80% 80% 80% 80%

実績

目標

年度 H29 H30 H31 H32 H33年度 H29 H30 H31 H32 H33年度 H29 H30 H31 H32 H33

指標名 県連合会・21商工会アクションプログラム目標達成率 指標名 指標名

評価指標と実績　　　達成度：　a（達成率が100％以上）、b（100％未満80％以上）、ｃ（80％未満）

取組コード 106 取組コード 取組コード

105 a a ｂ Ｂ

Ｂ106 a a ｂ10の目標の達成率は92.3％（達成率80％以上の項目　12/13項目）

商工会では業務の目標達成について管理するとともに、県連合会では重点事業に対
する達成状況を把握・管理した。また、全県統一の評価制度を作成した。

業務全般における成果重視の目標管理型運営の徹
底

県連合会・21商工会アクションプログラム目標達成
率

４．昨年度の評価（対応方針）に対する対応

・「商工会創生プランに係る目標等進捗管理表」を用いて四半期毎に実績報告をうけ、項目ごとの順位表や分析内容をレポート形式で提供した。
・事業評価制度を導入し、PDCAサイクルを徹底するとともに商工会創生プランの着実な推進のための仕組みを作った。

取組コード 必要性 有効性

３．これまでの評価結果 過年度 Ｂ

効率性 総合評価実績取組

企業振興部 担当課名 創生プラン推進課 担当課長名 加藤慎也 施策コード 23 施策名

・商工会創生プラン1年目として着実に成果をあげているが、取組不足の項目も多い。
・商工会からの実績報告を定期的に受けて集計し、商工会創生プランの推進状況の把握が行えているが、進捗状況の分析や更なる推進に向けた対応が不十分である。

成果を重視した目標管理型運営の強化

【事業内容】

１．事業実施当初の背景

　PDCAサイクルを徹底し、事業の実効性を高めるために「事業評価研究会」を設置したこれまでの取組に加え、商工会創生プランを含めた今後の事業実施に当たっては、より一層成果重視の
管理体制が必要となっている。

２．事業のねらい

　業務ごとに目標を設定することにより、主体的・積極的に取り組むという意識を醸成するとともに、実施後の検証・分析を経て見直しや改善に反映するという仕組みを構築し、これらを月単位や
週単位、日単位といった業務レベルまで落とし込むことによって、成果重視の目標管理型運営を定着化させる。
また、その結果を会員や関係機関に広く公表することで、商工会活動への理解を深め、商工会の存在意義を高めることにつなげていく。

担当部名

継続事業評価シート 平成30年度（2年目）

事業コード 46 事業名 成果重視の目標管理型運営 戦略コード 5 戦略名 環境変化に強い商工会

評価確定日     平成31年4月3日　


